
十
八

分
野

計
量
サ
ー
ビ
ス

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

七
四
四
一

商
品
検
査
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

七
四
五

計
量
証
明
業

留
保
の
種
類

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
九
・
三
条
）

現
地
に
お
け
る
拠
点
（
第
九
・
六
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

計
量
法
（
平
成
四
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
三
章
、
第
五
章
、
第
六
章
及
び
第
八
章

計
量
法
施
行
規
則
（
平
成
五
年
通
商
産
業
省
令
第
六
十
九
号
）

指
定
定
期
検
査
機
関
、
指
定
検
定
機
関
、
指
定
計
量
証
明
検
査
機
関
及
び
特
定
計
量
証
明
認
定
機
関
の
指
定
等
に
関
す
る

省
令
（
平
成
五
年
通
商
産
業
省
令
第
七
十
二
号
）

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

特
定
計
量
器
の
定
期
検
査
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
法
人
を
設
立
し
、
定
期
検
査
を

行
お
う
と
す
る
場
所
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
（
そ
の
場
所
が
特
定
市
町
村
の
区
域
に
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特

定
市
町
村
の
長
）
の
指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

特
定
計
量
器
の
検
定
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
法
人
を
設
立
し
、
経
済
産
業
大
臣
の

指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

計
量
証
明
事
業
（
特
定
計
量
証
明
事
業
を
含
む
。）を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
事
業
所
を
設
置
し
、
そ
の

事
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

計
量
証
明
に
使
用
す
る
特
定
計
量
器
の
検
査
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
法
人
を
設
立

し
、
検
査
を
行
お
う
と
す
る
場
所
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
の
指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

特
定
計
量
証
明
事
業
者
に
対
す
る
認
定
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
法
人
を
設
立
し
、
経
済
産
業
大
臣
の

指
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

計
量
器
の
校
正
等
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
法
人
を
設
立
し
、
経
済
産
業
大
臣
の
指

定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

十
九

分
野

医
療
及
び
福
祉

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

八
五
九
九

他
に
分
類
さ
れ
な
い
社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・
介
護
事
業

留
保
の
種
類

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
九
・
三
条
）

現
地
に
お
け
る
拠
点
（
第
九
・
六
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
四
章

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
労
働
省
令
第
八
号
）

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

日
本
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
厚
生
労
働
大
臣
の
認
可
を
得
た
事
業
主
の
団
体
又
は
そ
の
連
合
団
体
の
み
が
、
事
業
主
の

委
託
を
受
け
て
労
働
保
険
業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
日
本
国
の
法
令
に
よ
り
そ
の
よ
う
な
労
働
保
険
業
務
を
行
お
う

と
す
る
団
体
は
、
日
本
国
内
に
事
務
所
を
設
置
し
、
厚
生
労
働
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

二
十

分
野

鉱
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

〇
五

鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

留
保
の
種
類

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
九
・
三
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
九
・
四
条
及
び
第
十
四
・
三
条
）

現
地
に
お
け
る
拠
点
（
第
九
・
六
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

鉱
業
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
二
章
及
び
第
三
章

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
及
び
投
資

日
本
国
の
国
民
又
は
日
本
国
の
企
業
の
み
が
、
鉱
業
権
又
は
租
鉱
権
を
保
有
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

二
十
一

分
野

石
油
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

〇
五
三

原
油
・
天
然
ガ
ス
鉱
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
七
一
一

石
油
精
製
業

二
十
二

分
野

自
由
職
業
サ
ー
ビ
ス

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

七
二
一
一

法
律
事
務
所

留
保
の
種
類

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
九
・
三
条
）

現
地
に
お
け
る
拠
点
（
第
九
・
六
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

弁
護
士
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
三
章
か
ら
第
五
章
ま
で
及
び
第
九
章

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

法
律
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
自
然
人
は
、
日
本
国
の
法
令
に
よ
り
弁
護
士
と
し
て
の
資
格
を
有
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
そ
の
所
属
す
る
弁
護
士
会
の
地
域
内
に
事
務
所
を
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

法
律
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
企
業
は
、
日
本
国
の
法
令
に
基
づ
く
弁
護
士
法
人
を
設
立
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

二
十
三

分
野

自
由
職
業
サ
ー
ビ
ス

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

七
二
一
一

法
律
事
務
所

留
保
の
種
類

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
九
・
三
条
）

現
地
に
お
け
る
拠
点
（
第
九
・
六
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
二
章
及
び
第

四
章

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

外
国
法
に
関
す
る
法
的
な
助
言
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
自
然
人
は
、
日
本
国
の
法
令
に
よ
り
外
国
法
事
務
弁

護
士
と
し
て
の
資
格
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
所
属
す
る
弁
護
士
会
の
地
域
内
に
事
務
所
を
設
置
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

日
本
国
の
法
令
に
基
づ
く
外
国
法
事
務
弁
護
士
は
、
一
年
の
う
ち
百
八
十
日
以
上
日
本
国
内
に
滞
在
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
七
二
一

潤
滑
油
・
グ
リ
ー
ス
製
造
業
（
石
油
精
製
業
に
よ
ら
な
い
も
の
）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
七
四
一

舗
装
材
料
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

一
七
九
九

そ
の
他
の
石
油
製
品
・
石
炭
製
品
製
造
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
七
一
一

倉
庫
業
（
冷
蔵
倉
庫
業
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
七
二
一

冷
蔵
倉
庫
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

五
三
三
一

石
油
卸
売
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

六
〇
五
一

ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

六
〇
五
二

燃
料
小
売
業
（
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
を
除
く
。）

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

九
二
九
九

他
に
分
類
さ
れ
な
い
そ
の
他
の
事
業
サ
ー
ビ
ス
業

注
１

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
一
七
四
一
、
一
七
九
九
、
四
七
一
一
、
四
七
二
一
又
は
六
〇
五
二
の
下
で
の
活
動
の
う
ち
留
保
の
対

象
と
な
る
活
動
は
、
石
油
業
に
関
連
す
る
も
の
に
限
ら
れ
る
。

注
２

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ
九
二
九
九
の
下
で
の
活
動
の
う
ち
留
保
の
対
象
と
な
る
活
動
は
、
液
化
石
油
ガ
ス
産
業
に
関
連
す
る

も
の
に
限
ら
れ
る
。

留
保
の
種
類

内
国
民
待
遇
（
第
九
・
四
条
及
び
第
十
四
・
三
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
及
び
投
資

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
は
、
日
本
国
内
の
石
油
業
へ
の
投
資
を
行
お
う
と
す
る
外
国

投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
も
っ
と
も
、
エ
チ
レ
ン
、
エ
チ
レ
ン
グ
リ
コ
ー
ル
、
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト
そ
の
他
の
全
て

の
有
機
化
学
工
業
製
品
は
、
石
油
業
の
範
囲
外
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
の
製
品
の
製
造
に
対
す
る
投
資
に
つ
い

て
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
は
必
要
と
さ
れ
な
い
。
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